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また、経済・雇用失業情勢を踏ま
えつつ、職業紹介等の業務を担当す
る職業安定機関との緊密な連携を図
り、第３期中期目標期間中において
その修了者の就職率が50％以上とな
ることに資するため、その内容の充
実を図ること。
・ さらに、発達障害者に対する支援
の充実・強化を図るため、総合セン
ターが開発した「ワークシステム・
サポートプログラム」に加え、「求職
活動支援」と「関係機関との発達障
害者就労支援ネットワークの構築」
に係るノウハウを有機的に組み合わ
せた「発達障害者に対する体系的支
援プログラム」を全国実施すること。
・ ジョブコーチ支援事業について
は、支援を必要とする障害者に着実
に支援を実施した上で、他の機関で
は支援が困難な障害者に対して重点
的に支援を実施し、第３期中期目標
期間中において80％以上の定着率を
達成すること。
・ 精神障害者の新規雇入れ、復職及
び雇用継続を促進するため、地域に
おける支援ネットワークを構築し
て、主治医等関係者との密接な連携
を図り、障害者に対する職業指導及
び作業支援、事業主に対する雇用管
理の助言・援助等を総合的に実施す
ること。
また、最近におけるうつ病等の精
神障害による休職者の大幅な増加や
休職と復職を繰り返す、休職期間が
長期化するといった復職支援の困難
な事案の割合の高まりに対応するた
め、総合センターが中心となって開
発した最新の支援技法を導入した個
別実践型リワークプログラムによ
り、多様な精神障害者を対象に個別
状況に応じたより効果的な復職支援
を行うこと。また、その支援終了者
の75％以上が復職できるようにする
こと。
・ 広域センターについては、全国の
広範な地域から職業的重度障害者を
受け入れるという本来の役割を十分

に果たすよう、地域センターと連携
して対象者の把握・支援を行う等運
営の改善を図ること。

イ 障害者の雇用管理に関する専門的な
支援の実施
地域センターにおいて、職業リハビ
リテーション専門機関の立場から、事
業主に対する雇用管理に関する助言そ
の他の援助を事業主のニーズに応じて
的確に実施し、障害者の就職又は職場
適応を促進すること。
ウ 地域の関係機関に対する職業リハビ
リテーションに関する助言・援助等の
実施
各地域における障害者就業・生活支
援センター、就労移行支援事業者、教
育機関、医療機関、その他の関係機関
がより効果的な職業リハビリテーショ
ンサービスを実施することができるよ
う、地域センターにおいて、これらの
関係機関に対する職業リハビリテー
ションに関する技術的事項についての
助言その他の援助を行うとともに、総
合センターとの共同によりこれらの関
係機関の職員等への職業リハビリテー
ションに関する実践的な知識・技術等
の向上のためのマニュアル・教材の作
成及び提供並びに実務的研修を実施す
ること。
エ 職業リハビリテーションの専門的な
人材の育成
職業リハビリテーションの発展及び
円滑な推進に資するため、総合セン
ターにおいて、障害者職業カウンセ
ラーの養成及び研修を実施するととも
に、障害者就業・生活支援センターの
職員や医療・福祉等の分野の支援担当
者等を対象に、職業リハビリテーショ
ンに関する専門的・技術的研修を実施
し、職業リハビリテーション人材の育
成を図ること。

| 職業リハビリテーションに係る調査・
研究及び新たな技法の開発の実施とその
普及・活用の推進
総合センターにおいて、福祉、教育、
医療から雇用への流れを踏まえ、障害者

雇用対策の対象者の拡大を図る観点か
ら、新たな職業リハビリテーション技術
や支援ツールの開発を行い、その成果の
機構内外への普及を積極的に行うととも
に、成果の具体的な活用状況を把握し、
それを関係機関で共有化し、さらなる活
用を図ること。
ア 職業リハビリテーションに関する調
査・研究の実施
職業リハビリテーションの充実、向
上に資するため、職業リハビリテー
ションに関する調査・研究を実施する
こと。
また、各研究テーマについて、研究
の質を評価することが可能な指標を設
定すること。
イ 職業リハビリテーションに係る技法
の開発
福祉、教育、医療から雇用への流れ
を踏まえ、障害者雇用対策の対象者の
拡大に資するため、先駆的な職業リハ
ビリテーション技法の開発を行い、こ
れまで開発した支援技法のニーズに応
じた改良を行うこと。
ウ 研究・開発成果の積極的な普及・活
用
事業主や関係機関に対して、研究・
開発の成果の普及を図るための場を設
けるとともに、職業リハビリテーショ
ンに関して職業リハビリテーションの
関係者や事業主にとって利用しやすい
マニュアルや教材等を作成・公開する
こと。また、成果を関係機関で共有化
するため、具体的な活用状況を把握し、
さらなる活用を図ること。

] 障害者職業能力開発校の運営業務の実施
に関する事項
機構が運営業務を行う障害者職業能力開
発校に関しては、精神障害者や発達障害者
を含む職業訓練上特別な支援を要する障害
者（以下「特別支援障害者」という。）に対
して、個々の訓練生の障害の程度、態様等
を十分考慮し、弾力的な運営を図るほか、
個々の訓練生に適した訓練内容を定めるな

ど、障害者の障害の特性に応じたよりきめ
細かな配慮を加えた先導的な職業訓練を実
施すること。
{ 特別支援障害者に対する職業訓練の充
実
福祉、教育、医療から雇用への流れを
踏まえ、受講者の拡大を図る観点から、
関係機関との一層緊密な連携を図り、特
別支援障害者を重点的に受け入れるこ
と。
また、企業ニーズに的確に対応すると
ともに、障害者の職域拡大を念頭におい
て、より就職に結びつく職業訓練の実施
に努めること。このため、企業による採
用や職場適応についてのノウハウが確立
されていない特別支援障害者について、
雇入れ可能性のある企業の協力・連携の
下に、特注型の訓練メニューに基づく企
業内訓練と就業継続のための技術的支援
の一体的実施による先導的職業訓練に取
り組むこと。
また、経済・雇用失業情勢を踏まえつ
つ、職業紹介等の業務を担当する職業安
定機関との緊密な連携を図り、第３期中
期目標期間中において修了者等の就職率
が80％以上となることに資するため、利
用者ニーズや求人ニーズ動向等を踏まえ
たカリキュラムの見直し等による訓練内
容の充実を図ること。

| 障害者に対する訓練技法等の開発・普
及
ア 障害者に対する指導技法等の開発に
よる先導的な職業訓練実施の成果をも
とに、特別支援障害者等に対する職業
訓練内容、指導技法等のマニュアル等
を作成し、他の障害者職業能力開発校
や、職業能力開発校等に提供すること
イ 障害者職業能力開発校及び職業能力
開発校での特別支援障害者等の受入れ
の促進に係る取組を強化するため、職
業訓練指導員を対象とした長期の実務
演習と当該校への訪問等による助言等
により特別支援障害者等向け訓練コー
スの設置等の支援に取り組むこと
等により、障害者職業訓練全体のレベル
アップに貢献すること。
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